
地方独立行政法人鳥取県産業技術センター評価委員会による 

第４期中期目標期間終了時見込業務実績評価に関する留意事項 
令和４年７月２０日 
産 業 未 来 創 造 課 

第４期中期目標期間終了時見込業務実績評価の実施方法 

 （地独）鳥取県産業技術センターによる当該中期目標期間の終了時に見込まれる業務の実績・自己

評価を内容とする見込業務実績報告書、及び同センターに対する聴取等に基づき、様式（別途、配

布資料）により『項目別評価』及び『全体評価』をお願いします。 

 第４期中期目標期間の終了時は令和４年度となるため、現状、すでに年度評価が決定している年度

は「令和元年度」及び「令和２年度」となります。そのため、中期目標期間終了時見込業務実績評

価については 

①  今回合わせて評価いただく「令和３年度」業務実績評価 

② （地独）鳥取県産業技術センターより「令和４年度」の現段階の状況を踏まえ説明される第３期

中期目標見込自己評価 

を参考にご記入をお願いします。 

 

中期目標期間終了時見込業務実績評価のご記入について（一部抜粋） 
 

 

 

【参考１】年度業務実績評価 

各年度における中期計画の実施状況の調査及び分析をし、その結果を考慮して当該事業年度に

おける業務の実績の全体について、地方独立行政法人鳥取県産業技術センター評価委員会の意見

を踏まえ、設立団体の長（＝知事）が総合的な評定を行う評価 

【参考２】中期目標期間終了時見込業務実績評価 

中期目標期間の終了時に見込まれる中期目標の達成状況の調査及び分析をし、その結果を考慮

して当該中期目標期間における業務の実績見込の全体について、地方独立行政法人鳥取県産業技

術センター評価委員会の意見を踏まえ、設立団体の長（＝知事）が総合的な評定を行う評価 

令和 3年度業務実績評価 

令和 4度の状況報告を踏まえ

見込業務実績評価をお願い

します。 

次期中期目標期間（R5～R8年度に向けた

「今後の課題」及び「改善すべき事項」

について記入をお願いします。 

資料 １-１ 



 

（委員名）           
 

 

全体評価 （第４期中期目標期間終了時見込業務実績評価） 
 
総合評価 
 
    

 
 
 

 

総 評 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
（１）第４期中期目標・中期計画の全体的な達成状況 
 

  
  

 

５段階評価 

 

（２）今後の課題 
 

 

 

（３）今後、センターが取り組む方向性・改善事項 
 

 

資料 １-２ 



令和元
年度

令和２
年度

令和３
年度

令和４
年度

A A

A A （A) A

A A （A) A

A A （A) A

A A （A) A

B A （A) A

B B （Ｂ) B

２　鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発

A A （A) A

３　鳥取県で活躍する産業人材の育成 A A （A) A

A A （A) A

B A （A) A

9

A A （A) A

（２） 製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための
機器利用、依頼試験・分析

（４）生産性向上のためのIoT・ＡＩ・ロボット等先端技術の実
装支援

（５）グローバル需要獲得のための支援

小項目

（３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及

（１）企業の収益性向上を目指す実用研究（短期的視点）

（３）新事業の創出、新分野進出のための支援

（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤研究（中長期的
視点）

４　県内外機関との連携支援体制の構築

５　積極的な情報発信

中期目標期
間(４年間)の
見込自己評
価

大項目

年度業務実績評価
＊令和３年度は自己評価

中期目標期間
(4年間)の見込
業務実績評価

中項目

項目別評価 【第４期中期目標期間終了時見込業務実績評価】　　　委員名：

（１） 技術的課題解決のための技術相談

1　県内企業等の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援

I  県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

【今後の課題】

【改善すべき事項】



令和元
年度

令和２
年度

令和３
年度

令和４
年度

B A

A A （A) A

B A （A) A

1　機動性の高い業務運営

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項

小項目

中期目標期
間(４年間)の
見込自己評
価

２　職員の意欲向上と能力開発

年度業務実績評価 中期目標期間
(4年間)の見込
業務実績評価

中項目大項目

【今後の課題】

【改善すべき事項】



令和元
年度

令和２
年度

令和３
年度

令和４
年度

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 B B

１　予算の効率的運用 A B （A) A

２　自己収入の確保 B B （A) A

大項目 中項目 小項目

中期目標期
間(４年間)の
見込自己評
価

３　提供するサービス向上に向けた剰余金の有効活用

中期目標期間
(4年間)の見込
業務実績評価

年度業務実績評価

【改善すべき事項】

【今後の課題】



令和元
年度

令和２
年度

令和３
年度

令和４
年度

Ⅳ　その他業務運営に関する重要事項 B Ａ

１　内部統制システムの構築と適切な運用

B Ａ （A)

小項目

(３) 情報セキュリティ管理と情報公開の徹底

２　環境負荷の低減と環境保全の促進
B Ａ

中期目標期
間(４年間)の
見込自己評
価

A

中期目標期間
(4年間)の見込
業務実績評価

３　災害等緊急事態への対応

（A) A

(２) 法令遵守及び社会貢献

年度業務実績評価
大項目

(１) 法人運営における内部統制の強化

(４) 労働安全衛生管理の徹底

中項目

【今後の課題】

【改善すべき事項】



令和元
年度

令和２
年度

令和３
年度

令和４
年度

Ⅴ　その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 B B

B B （B) Ｂ

小項目大項目 中項目

中期目標期
間(４年間)の
見込自己評
価

中期目標期間
(4年間)の見込
業務実績評価

年度業務実績評価

１　施設及び設備に関する計画

３　人事に関する計画

２　出資、譲渡その他の方法により、県から取得した財産を譲渡し、又は担保に供しようと
するときは、その計画

【今後の課題】

【改善すべき事項】



 
 

 

（委員名）           
 

令 和 ３ 年 度 の 全 体 評 価 

 

◆総合評価 

５段階評価 

        

   
 

 

 

 

○総合評価コメント 

 

     

 

 

 

 

 

 

◆個別評価 

 

（１）県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

 

 

 

 

 

（２）業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 

 

 

 

 

 

（３）財務内容の改善に関する事項 

 

 

 

 

 

（４）その他業務運営に関する重要事項、その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

 

 

 

 

評価点 評価基準 評価 

５ 年次計画を大幅に上回って業務が進捗しており、かつ特筆すべき業績を挙げている Ｓ 
４ 年次計画を上回って業務が進捗している Ａ 
３ 概ね年次計画どおりに業務が進捗している Ｂ 
２ 年次計画に対して業務の進捗がやや遅れている Ｃ 
１ 年次計画に対して業務の進捗が大幅に遅れている Ｄ 

資料 ２-１（評価様式） 



（委員名）

大項目 中項目
評価単
位

自己評
価

委員
評価

特記事項（評価に関するコメントなど）

1 A

2 A

3 A

4 A

5 B

２　鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発

7 A

３　鳥取県で活躍する産業人材の育成 8 A

9 A

10 A

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項

11 A

２　職員の意欲向上と能力開発 12 A

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項

１　予算の効率的運用 13 A

２　自己収入の確保 14 A

Ⅳ　その他業務運営に関する重要事項

１　内部統制システムの構築と適切な運用

Ⅴ　その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項

17 B

１　施設及び設備に関する計画

２　出資、譲渡その他の方法により、県から取得した財産を譲渡し、又は
担保に供しようとするときは、その計画

（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤研究（中長期的
視点）

４　県内外機関との連携支援体制の構築

(４) 労働安全衛生管理の徹底

３　人事に関する計画

I  県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

A

３　提供するサービス向上に向けた剰余金の有効活用

A

（２） 製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための
機器利用、依頼試験・分析

小項目

１　機動性の高い業務運営

（３）新事業の創出、新分野進出のための支援

（１）企業の収益性向上を目指す実用研究（短期的視点）

A

令和３年度　項目別評価

中期目標の期間　【令和元年４月１日～令和５年３月３１日（４年間）】

２　環境負荷の低減と環境保全の促進

1　県内企業等の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援

（３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及

５　積極的な情報発信

（１） 技術的課題解決のための技術相談

15(２) 法令遵守及び社会貢献

(３) 情報セキュリティ管理と情報公開の徹底

（４）生産性向上のためのIoT・ＡＩ・ロボット等先端技術の実
装支援

（５）グローバル需要獲得のための支援

6

３　災害等緊急事態への対応

16

(１) 法人運営における内部統制の強化

資料２－２（評価様式）

1/1



2022/8/26

1

７月委員会 意見交換

８月委員会 論点整理に関する意見交換

８月－９月 骨子案に関する意見聴取

９月委員会 素案に関する意見聴取

→県：最終案の確定

１１月県議会 中期目標の議決

→県：中期目標の確定

1

2

鳥取県産業振興未来ビジョンを
令和３年度に策定



2022/8/26

2

3

• 前戦略は、リーマンショック後のH22に策定。県経済の持続可能な成⾧を目指し、10年間(H22-R2)で
実質GDPプラス700億円を目標に、その時々の経済情勢の変化を踏まえ、2度の改訂を経て推進。

• 大手製造業の再編等の中、戦略的企業誘致や県内企業の経営革新支援、インバウンド誘客、バイオ
関連産業など新たな産業の萌芽に向けた取組を通じて、経済・雇用指標ともに回復基調となり、目標達
成に向けて順調に推移してきたが、新型コロナウイルス感染症の影響で下振れる可能性がある。

• 第4次産業革命の実装に向けた支援体制の構築や成⾧分野の高度人材・技術人材プロジェクトなどの
次世代に向けた取組にも着手した一方で、県内企業のデジタル化(IT人材の不足)、雇用のミスマッチ、
経営層の高齢化、全国水準と乖離が大きい労働生産性の向上など課題も残る。

－基本目標達成に向け、６つのリーディングプログラムを重点推進－

➊「産業・雇用再生プログラム」
感染予防・拡大防止対策の徹底、事業継続と需要回復に向けた企業再生支援

❷「産業創造・転換プログラム」
基盤的産業分野の成⾧（電子電機、素形材、バイオ、食品、観光等）、次世代成⾧分野の産業創造（脱炭素等）

❸「人・企業・仕事 分散加速化プログラム」
新たな潮流「人・企業の分散」の引き込み、新常態型の域外需要獲得

❹「ＤＸ推進 産業スマート化プログラム」
ＤＸ推進による生産性向上、導入モデルの創出、体系的DX人材育成

❺「重層的産業発展プログラム」
中核的牽引企業の成⾧促進、小規模事業者の持続的発展

❻「人財 スキルアップ・確保プログラム」
成⾧分野の人材育成・確保と事業転換、多様な働き方の促進

“コロナ危機を克服”し、県経済・産業の“再生”と“持続的発展”を実現

～2030年の「県内総生産2兆円」「製造品出荷額1兆円」を目指す～
（当面のターゲット:R６年度県内総生産１.９兆円、製造品出荷額9,000億円）

令和3年度～12年度（10年間）

「鳥取県産業振興未来ビジョン推進会議」を設立(4/28)し、官民連携で強力推進!!

〔認証事業所により新しい県民生活を実現〕



2022/8/26

3

5

ビジョン進捗を検証するため、
10の検証指標を設定

指標名 直近数値 （時点） 検証の視点（目指すべき姿）

有効求人倍率 1.30倍(正社員0.952)(2021.3) コロナ前水準の安定的回復、求人・求職ミスマッチ改善

景況感 (１-３月期) -27
(４-６月期見通し)- 9(2021.2)

業種横断的な景況感プラス改善

月間給与額 223.6千円 (2021.2)
影響を受けた業種（宿泊・飲食等）のコロナ前水準の
安定的回復

鉱工業生産指数 104.5(H27=100) (2021.3) コロナ前水準への安定的回復

企業倒産件数 20件 (2020年度) コロナ倒産ゼロ（これまでのコロナ倒産４件）

指標名 直近数値（時点） 検証の視点（目指すべき姿）

実質GDP (県内総生産) 1兆8,679億円(2018年) コロナ前水準の早期回復、GDP総量の拡大

一人あたりGDP (労働生産性) 663.1万円(2018年) 数値向上、全国数値との格差縮小（国797.2万円）

一人あたり県民所得 251.5万円(2018年) 数値向上、全国数値との格差縮小（国319.8万円）

製造品出荷額 8,055億円(2018年) コロナ前水準の早期回復、９千億円の早期達成

労働参画率 63.2％(2019年) 多様な働き方ができる就業環境の実現

主なＫＰＩ 目標値

成⾧分野等への経営多角化、新分野展開企業 500社（R3-R5）

事業承継件数（事業引継ぎ支援センターによる成約数） 70社（R3-R5）

県内総生産（実質ＧＤＰ） 1兆9千億円（R6）

製造品出荷額 9千億円（R6）

観光入込客数 （年間） 1千万人（R6）

機能移転・拠点分散誘致件数 30社（R3-R5）

都市部ビジネス人材確保数 300人（R3-R5）

ＤＸ対応転換企業 300社（R3-R5）

労働生産性（一人あたり県内総生産） 700万円（R6）

オンライン海外ビジネス展開企業 3倍以上（R3-R5）

各施策の達成状況を評価するため、24のKPIを設定

「新しい県民生活」の定着状況も併せて検証
「新型コロナ対策認証事業所（目標:飲食店1,000事業者、5/14時点60事業者）」
「新型コロナ感染予防対策協賛店・オフィス（5/11時点12,535事業者、うち飲食店3,239事業者）」
「安心観光・飲食エリア数（現在:６エリア）」 等



2022/8/26

4

•

•

有識者や関係団体等の参画を得た
産業振興未来ビジョン推進
会議を随時開催
（令和3年4月28日設立）

7

感染予防・拡大防止対策の徹底、事業継続と
需要回復に向けた企業再生支援

KPI



2022/8/26

5

➊

全国初「クラスター対策条例」に基づく感染予防・拡大防止対策の徹底
本県独自の認証制度「新型コロナ対策認証事業所」の早期拡大
県内企業が取り組む新型コロナＢＣＰの策定・実行支援に向け、専門家サポート体制を構築

無利子・保証料なしのコロナ対策資金による資金繰り支援
事業計画策定支援による資本性劣後ローンの活用
 「とっとり企業支援ネットワーク」活用した業況モニタリング
経済対策予算ワンストップ相談窓口による経営サポート
安心対策認証の取得促進に向けた応援金
需要回復を見据えた“前売り券”等 による運転資金確保

「新しい県民生活」定着や需要回復に向け、官民連携により
以下５つの視点で各種対策を強力に推進

企業・雇用サポートチームによる、案件毎の個社徹底支援
県内企業や農業現場が受け皿となる、本県独自の雇用

シェアモデル構築（宿泊飲食→農業、企業→企業など）
 「ささえあい求人・求職マッチング特別相談窓口」による円

滑な労働移動
オンライン学習による求職者のキャリアチェンジ支援サポート

 「安心観光・飲食エリア」の普及・拡充
国支援制度と一体的に経営多角化、新分野展開の支援
飲食店等の新分野展開支援
観光需要回復対策の機動的発動
オンラインを活用した国内外の需要獲得

成⾧分野への事業転換、企業内人材のスキル転換支援
業種横断的なＤＸ導入モデル創出による生産性向上、

新規需要開拓
新しい時代の鳥取のアウトドアツーリズムの打ち出し
サプライチェーン国内回帰や「企業」「働く人」の分散取込

基盤的産業分野の成⾧軌道への転換、
次世代成⾧分野の産業創造・需要獲得

KPI



2022/8/26

6

新たな潮流「人・企業の分散」の引き込み、
新常態型の域外需要獲得

KPI

ＤＸ推進による生産性向上、革新的実装
モデルの創出・普及

KPI



2022/8/26

7

県内産業を牽引する中核的牽引企業の
成⾧促進、小規模事業者の持続的発展

KPI

成⾧分野の人材育成・確保と事業転換、
多様な働き方の促進

KPI
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①盛り込むべき視点
⃝ 中期目標には県としての方向性、近年の外部要因など盛り込んだ形にすべき。
⃝ ４年間の振り返りを行うことが大事。
⃝ 県経済成長創造戦略に位置づけた「ＧＤＰ７００億円増加」に、分野別でセンターがどの程度貢献でき
るのか、こういった視点も必要では。

⃝ 目先の成果だけに捉われてもいけない。基盤部分（基礎研究）での支援を継続していくことも必要。
⃝ 研究テーマの設定に際しては、環境対策など本県の将来を見据えて設定すべき分野もあると思う。

②ＫＰＩの設定
⃝ ＫＰＩについては、目指すべき方向性をだけを県が示し、その方向性実現に向け、どのような指標が
マッチするのか、数値目標はどのレベルで設定すべきか、センターの意見を尊重しながら、目標設定
すべきでは。

⃝ ＫＰＩはアウトカムが基本だと思うが、質にこだわるべきかと思う。

③検討プロセス
⃝ 中期目標検討に際しては、できるだけセンターの自主性を発揮させるような検討プロセスが望ましい。
⃝ ＫＰＩ設定や目指すべき方向性にしても、センターの意見をしっかり反映しながら、進めていくべき。
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